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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、わが国の男性の労働者世代における職業別の死亡率に関して、2010 年の
人口動態職業・産業別統計より示すことであった。
　2010年においては、専門職の死亡リスクは低下傾向となったが、管理職の死亡リスクは高止まりのままであることが
示された。特に管理職における自殺のリスクが高いことが示され、今後優先すべき課題として取り組まれるべきである
。また、死亡率に関連するストレスの影響や自覚的健康感については、管理職においては他の職種よりも良好であるこ
とがしめされた。しかし、これらのデータは中高年縦断調査によることから、人口動態統計とは少し対象群の特性が異
なることが影響した可能性がある。

研究成果の概要（英文）：We aimed to determine the mortality by occupation among working age Japanese men 
in 2010 based on the national census. In 2010, the mortality of professionals has declined while the 
mortality of management has remained high. Risk of Suicide among management was particularly high. 
However,other studies based on the cohort of middle aged men showed that management has lower risk of 
distressed and self-rated health. This could be caused by the difference of population between national 
census and the cohort. Occupational health should focus on the health of management especially for small 
and medium sized enterprises in Japan.
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１．研究開始当初の背景 
 収入や職業などの社会的決定要因による
健康格差が世界的な課題となっている。しか
し、国や文化によってその影響の程度は異な
る。我々はこれまでにわが国の 1980 年から
2005 年までの男性の労働者世代における職
業別の死亡率の推移について5年ごとに行わ
れている人口動態職業・産業別統計を用いて
検討を行った。ほとんどすべての職業におい
て経年的に死亡率が 1980 年以降減少してい
たにもかかわらず、2000 年を境に管理職と専
門技術職の死亡率が上昇したことを明らか
にした(Wada et al. Trends in the leading 
causes of death by occupations among men 
aged 30-59 years in Japan, 1980-2005 .BMJ 
2012;344:e1191)。                        
これらの職種の死亡率が増加した要因と
しては、がんと自殺があげられた。こうした
状況は欧米の先進国の状況とはまったく異
なるものであり、日本に特有な現象であると
認識された。これらの結果については、学術
的にも評価を得ただけでなく、複数の国内外
のメディアが取り上げるなど関心が高かっ
た。 
管理職と専門技術職の死亡率が 2000 年以
降に増加した要因として、職業的なストレス
や多忙による診断の遅れを論文にて言及し
たが、十分なデータが不足していた。具体的
な対策を構築するためにもその背景にある
要因についてより詳細に明らかにする必要
があることが認識された。背景にある要因の
検討のためには、国が行っている国民生活基
礎調査、国民健康・栄養調査、中高年者縦断
調査の個票を入手し、分析することにより明
らかにすることができると考えられる。さら
に、当時はデータが入手できなかった 2010
年の人口動態職業・産業別統計のデータを解
析し、2005 年以降の職業別の死亡率の推移を
明らかにすることができる。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、1)わが国の男性の労働者
世代における職業別の死亡率に関して、2010
年の人口動態職業・産業別統計より示すこと、
2)死亡率の推移に関連する要因の検討のた
めに 1995 年以降の職業別の生活習慣や予防
行動（がん検診など）の推移の傾向を明らか
にすることである。 
これらは、申請者らの先行研究である 1980
年から 2000 年の男性における職業別の死亡
率の推移に関する研究の継続である。また、
先行研究では明らかにできなかった 2000 年
以降の管理職と専門技術職の死亡率の増加
の背景を明らかにすることをめざしている。
これらの結果をもとに、職域において「職業」
という対象集団の区分とデータに応じた効
果的な予防施策のあり方を示すことに貢献
できる。 
 
 

３．研究の方法 
平成 25年度に解析に必要なデータを統計法
に基づいて厚生労働省に個票を申請した。デ
ータ入手後に解析のための死亡原因(ICD コ
ード)の調整をワシントン大学に依頼し、ま
た同時に粗解析を開始した。  
平成 26 年度に、2010 年度の職業別の死亡
率の推移に関して解析、ならびに論文執筆を
行った。同時に、その他の入手した調査デー
タについて解析を行った。特に、職業別の死
亡率の推移の背景を説明しうる要因に関し
て解析を行った。  
平成 27 年度も継続して解析、論文執筆を
行い、また労働者への効果的な健康施策の展
開方法のあり方を含めて検討を行った。 
 
４．研究成果 
(1)労働者の職業別の死亡率のトレンドにつ
いて 
これまで 1980 年から 2005 年までの男性の
労働者世代における職業別の死亡率の  
推移について5年ごとに行われている人口動
態職業・産業別統計を用いて、管理職と専門
職の死亡率が 2000 年頃より上昇したことを
示した。 
2010 年のデータを用いてアップデートを
行った。2005 年から 2010 年の間にはリーマ
ンショックとともに日本経済は当初の予想
に反して大きな影響を受け、2010 年の日本の
経済環境は非常に厳しかった。こうした経済
環境が、労働者の健康にも影響することが示
されている。 
専門技術職の早期死亡リスクは、2000 年に
増加した後、がん、脳卒中、心筋梗塞につい
ては 2005 年、2010 年と低下傾向を示した。
しかし自殺についてはまだ他の職業と比較
して高いままである。自殺のリスクには低下
傾向も現れ初めている。しかし、5 年に 1 回
なので解析における値が少ないため統計的
には高値のままである。また、1995 年以前と
2000 年以降の専門技術職の死亡リスクの比
較も検討したところ、自殺は高いままである。
これらより、専門技術職の健康管理を考える
上で自殺予防は優先すべき項目であるとい
うことが言える（自殺の詳細については後
述）。 
管理職の早期死亡リスクが 2010 年に下が
らなかったのは、日本社会において深刻な事
実である。がん、脳卒中、心筋梗塞、自殺の
主要な死因のすべてにおいてそのほかの職
業と比較して高いままである。また、がん、
脳卒中、心筋梗塞については、人口の 75%を
占めたすべての職種（専門技術職を除く）に
おいて早期死亡リスクが低下しているにも
かかわらず、管理職のみ高いリスクが継続し
ていた。 
  なお、専門・技術職とは、研究者、製造技
術者、医師、看護師、医療技術者、法務従事
者、教員、経営・金融・保険専門職業従事者
などが含まれる。管理職とは、管理的公務員



（議会議員）、法人団体役員（会社役員）、法
人・団体管理職員（会社管理職員：本社部課
長、工場・支店・営業所等の長、工場・支店
の部課長）である。 
  なぜ、管理職の死亡リスクは高いのか。一
つには、管理職の生活習慣が悪いということ
が関連している可能性がある。また、過重労
働と関連した脳卒中や心筋梗塞、そしてうつ
と関連した自殺といった影響がある可能性
もある。がんについては国民皆保険があるな
かでも管理職だけリスクが高いのは、診断の
遅れにより治療が間に合わなかったことも
考えられる。 
 
(2)労働者の職業別の自殺について 
 自殺は日本社会において大きな課題であ
る。特に、就労世代の自殺は、家族や個人の
生活並びに社会に大きなインパクトを与え
る。また、就労世代の自殺は、仕事のストレ
スと大いに関係することから我々産業保健
に関わるものにとって優先度が高い課題と
もいえる。 
2000 年頃までは専門職や管理職の自殺は、
そのほかの職種の自殺の死亡率より低かっ
たものの、2000 年には逆転して増加した。 
2010年の男性の就労世代(25-59歳)の自殺の
死亡について詳細な職業や産業に分けてリ
スクを明らかにした(Wada et al. 2016)。な
お、無職の自殺のリスクは以前から指摘され
ており今回は対象とせず、人口動態職業・産
業別統計の職業・産業分類においてのリスク
の差を明らかにすることを目的とした。リス
ク（相対危険度）の算出にあたっては、基準
が必要であり、職業では販売業、産業では、
卸売業・小売業とした。いずれも母集団が多
く、自殺リスクが比較的低く、職業と産業に
おいて一致する業態であることから選択し
た。 
 2010 年に 25 から 59 歳の男性において
11,551 人が自殺で死亡していた。そのうち、
職業が含まれていた 4356 人の無職であった
人と、2297 人の職業分類のなかった者、2507
人の産業分類のなかった者を除き、職業分類
のあった 4898 人と、産業分類があった 4688
人を解析対象とした。 
 リスクが高かった職種は、管理的職業従事
者、サービス業、農業、保安、建設業、輸送・
機械運転従事者、専門的・技術的職業従事者
であった。 
 産業別では、鉱業・採石業、漁業、電気・
ガス・熱供給・水道業、生活関連サービス業、
宿泊業・飲食サービス業、公務、運輸業、金
融業で有意に自殺のリスクが高かった。 
 就労人口の半数を占める事務職、販売職、
製造工程職に従事する者の自殺の死亡リス
クは同程度であった。 
 近年、職業、所得、教育歴など社会経済的
な要因の差が健康の格差につながっている
という指摘がある。わが国での健康に関する
対策は、一様に行うことが多い。しかし、社

会的な要因を考慮して、ターゲットを絞って、
そしてターゲットの現状に合わせた対策が
今後必要である。 
ストレスチェックという制度自体は 50 人以
上の事業所に対して、対策を一様に行うこと
を求めた対策だが、同じ事業所であっても、
職業によってメンタルヘルス上のリスクの
程度は異なる。そのため、より対策の効果を
効率的に高めるために、今回示したようなエ
ビデンスに基づいて、リスクの高い職業にタ
ーゲットを絞った取り組みが期待される。例
えば、まずは自殺リスクが高い職業から優先
的に、ストレス軽減の方法を共有したり、相
談窓口を開設したりすることがあげられる。
また、産業保健職においては、自分が働いて
いる事業所において、職業を自殺リスクの点
から評価することで、リスクの高い職業につ
いての対策を、経営者に働きかけ、啓発し、
経営者にリスクを認識してもらうことが、大
きな成果につながる。 
 今回の研究で示されたように、経営者を含
む管理的職業従事者の自殺リスクが高いと
いうのは、日本社会のこれからにも大きな影
響を与えるだろう。中小企業の社長が、生命
保険をかけて借金をし、事業が失敗すると、
返済のために自殺をするといったことがド
ラマの世界だけでなく現実に起きている可
能性がある。また、そんなリスクの高い仕事
をしたくないと思えば新規事業の立ち上げ
などに参入する人が減るであろう。経営者の
命が事業の失敗と連動することがないよう
な制度的な改善が急務である。 
 
(3) 中高年者縦断調査を用いた職業別の健
康指標の解析 
厚生労働省の中高年者縦断調査を用いた
解析では、製造業は 2005 年から 2010 年の間
に自覚的健康感および心理負荷が有意に悪
化していたことが示された。これは 2008 年
頃の米国のサブプライムローンの破綻をき
っかけとした世界的不況と、円高による工場
の海外移転と国内産業の低迷による雇用の
悪化と失業への不安といった形で影響を受
けたのは製造業従業者であったことと関連
している可能性がある。一方で、管理職は、
自覚的健康感においても、心理負荷でも多職
種に比べて影響を受けていなかった。これは
先に示した職業別の死亡率の推移とは一致
しない結果である。その理由としては、国の
縦断調査などに参加できた管理職が、人口動
態職業・産業別統計の死亡者調査の管理職の
対象が異なっていることや職業分類の記載
が若干異なっていた可能性がある。こうした
違いがあることからも、複数あるナショナル
データをモニターすることにより、信頼性の
高い解析を行い、さらに、職業別の特徴を明
らかにし、産業保健の現場における介入の検
討に寄与する。 
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